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官民連携の提案（このような取組が出来る、又は実施している。） 

日本上下水道設計（ＮＪＳ） と エヌジェーエス・イーアンドエム（ＮＪＳ Ｅ＆Ｍ）官民連携の取組 

上下水道技術者を育てる私塾

として昭和26年（1951年）に設立

された「日本上下水道設計株式会

社（NJS）」は、わが国の上下水道

業界をリードするコンサルタントと

して 60 年に亘り技術と人材を培

い、多くの事業体の皆様にコンサ

ルティングサービスを提供してま

いりました。 

 「株式会社エヌジェーエス・イー

アンドエム（NJS E&M）」は、平成

10年に設立されたNJSのグルー

プ会社で、会計処理や窓口事

務、料金徴収・検針、維持管理な

どのマネジメント業務に取り組んで

います。「上下水道のトータルプラ

ンナー」として、受託業務の処理

に止まらず、自らの業務成果を解

析し、効率化促進のための新たな

提案を続けています。 

ＮＪＳ経営工学研究所 

NJS 経営工学研究所は、上下

水道事業の経営と管理に特化し

たコンサルティングを行う専門家

集団です。経営診断や料金施策

など経営面のコンサルティングの

ほか、民間活力導入に際しての技

術・財務・法務面からのアドバイザ

ーやコーディネーターとして、計

画・建設部門だけでなく、事務・管理部門に対する支援を強化しています。 

 水道技術のプロフェッショナルに加えて財務、経営管理、法務のスペシャリストが、 

 ①事業経営面の計画策定、相談対応、顧問・監査（コンサルティング、アドバイザリー） 

 ②官民連携事業の導入可能性評価、事業者選定の支援（アドバイザリー） 

 ③民間事業者の履行状況評価（モニタリング） 

の三分野において、水道事業体の皆様を強力に支援いたします。 

 行政の補佐役として、また民間各社との連携の中で、事業全体のマネジメントの改善に向けたコンサル

ティングを行い、技術部門と事務・管理部門をトータルサポートします。 

 

第三者・包括委託、PFIなど民活事業の 
導入可能性調査、事業者選定の支援 

（アドバイザリー） 

事業経営面の 
計画策定、相談対応、顧問・監査 
（コンサルティング、アドバイザリー） 

民間事業者の業務効率化、 
管理運営等実施状況評価、他 

（モニタリング） 

 茨城県（中期経営計画策定） 

 八潮市（経営健全化・料金改定計画策定） 

 恵庭市（経営アドバイザリー） 

 橋本市（経営アドバイザリー） 

 和歌山市（PFI導入可能性調査） 

 千葉県（PFI事業者選定支援：技術面） 

 宇和島市（第三者委託事業者選定支援） 

 佐世保市（DBO事業者選定支援） 

 佐賀東部水道企業団（DB事業者選定支援） 

 四国中央市（第三者委託事業者選定支援） 

 かほく市（上下水道事業包括委託支援） 

 民間（運転管理効率化に向けた ABC分析） 

 民間（DBO事業に係る設計・工事管理） 

 民間（PFI事業に係る運営状況モニタリング） 

 民間（技術提案書作成に係る支援） 

ＮＪＳの官民連携
コンサルティング
業務の事例 

 

各事務所 

官民連携支援 

管理・運営システム 経営・財務コンサルティング 

上下水道事業の経営診断・経営
計画、会計・税務等アドバイザー 

官民連携基礎調査 
PPP/PFI事業の導入可能性調査 
発注事務支援（アドバイザリー） 

施設情報、管路情報、 
財務管理、料金徴収 
等のシステム群 

改築・再構築調査、計画、設計 
アセットマネジメント 
PPP/PFI事業の履行監視 
PPP/PFI事業への参画（設計企業） 

ＮＪＳ 

ＮＪＳ E&M （ウォーターサービスプロバイダー） 

（コンサルタント） 

グループ力を結集し 

水ビジネスに取組む 

６０年かけて培った 

技術とノウハウ 

財務会計処理、給排水工務窓口 
料金収納事務、検針、維持管理等 

調査・計画・設計、ストック管理 

アセットマネジメント部 経 営 工 学 研 究 所 



ＰＰＰ/ＰＦＩ事業の案件形成 

PFI 法が平成 11 年に制定されてから

14年経過したものの、水道分野では常用

発電施設整備が 2 件、排水処理施設整

備が6件、浄水場更新整備が3件の合計

11 件の事例にとどまっています。事例の

多くは大規模事業体における一部施設の

PFI 事業であって、民間の資金力やノウ

ハウを最も必要としている中小事業体で

の採用は、検討の時間が取れないことや

手続きの煩雑さなどもあり、進んでいない

状況があります。 

PPP/PFI 事業の具体化は、コスト・品

質(公共サービスの質)、担い手(人・組織・

民間)の視点を含めて将来のあり方を捉

え、実現に向けての段階的な制度設計と

人事調整等をふまえたスケジューリングを

示し、様々な状況におかれた各事業体の

進むべき道筋を示すことが肝要です。 

案件未形成の段階から、新たにPFI案

件を具体化していく検討プロセスに係る

各種支援やスキームの構築など、NJS グ

ループに蓄積された各種のノウハウ・技

術・知識・経験・人材を活用して、事業全

体のマネジメントと地域に適した様々な

PPP/PFI 事業の具体的な事業化手法を

提案していきます。 

水道事業者等への要望、官民連携における課題 

経済の疲弊と地方分権、地域主権の議論の高まりの中で、官民連携は、行政にとってはコスト削減、

企業にはビジネスチャンス、住民には公共サービス向上と捉えられますが、それぞれが Win‐Win の関係

になるためには、各者間で信頼性を担保し協働することが重要になります。 

官民連携は、行政をスリム化し行政に代わって民間企業が公共サービスを提供するという担い手の問

題ではなく、行政と住民と民間企業がその地域にどのように関与し公共サービスをどのように提供する

か、つまり「誰が」ではなく「どのように」サービスを持続的に提供するかを、地域の実情に合わせて検討

することが必要です。 

 よりよい官民連携には、十分な準備・検討期

間が必要になります。現状の評価や課題抽出

のお手伝い、先進事例の情報提供などなど、

何なりとお早めにご相談ください。 

その他 

ＮＪＳグループに蓄積された各種のノウハウ・

技術・知識・経験・人材を活用して、様々な官民

連携手法を提案していきます。 

官民連携推進のパートナーとして、まずは、

ＮＪＳグループにお声かけください。 

 

  

 ＮＪＳ Ｅ＆Ｍ

が提供する

サービス 

  

現 在

ＳＴＡＧＥ １

ＳＴＡＧＥ ２

ＳＴＡＧＥ ３

企画/経営
事務/調整

直 営 委託

窓口事務 料金徴収
維持管理
修繕等

設 計
更 新
再構築

上水道 下水道 集落排水

請負

民間委託 ＤＢ（Ｍ）

ＤＢＯ・ＰＦＩ（BTO・BOT）

民間委託

民間委託 ：包括委託 （性能発注、委託期間の長期化）
：第三者委託（＋技術管理者）

ＰＦＩ ：サービス購入型（＋民間資金の活用）
：コンセッション等（＋運営権）

様々な手法
下水道や集落排水等との
事業間連携の事例も有り

リスクを民間に移転・共有

民間委託直 営

直 営

← ＰＦＩ（コンセッション等）

 

まず現状分析
と将来見込み 人口減少

民間活用（資金・労働力）

（収入減少）

公的関与（国⇒地方⇒民間）

災害・事故

連携

創意工夫に
よる事業運営

制度・人材・技術等更新・再構築

水質管理など
維持管理技術の高度化

職員減少 （技術の担い手不足）

官民連携の
最適パターン

➤課題把握
➤施策のあてはめ
➤関係者の合意形成

例えば・・・・・
○水道ビジョン
○経営計画
○事前検討業務
○予備調査業務

事業全体のマネジメント計画（合意形成）

官民連携事業の
導入可能性調査

民間企業の選定・契約履行監視・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

入口

受け手となる委託先想定、
委託範囲・委託形態・リス
ク分担・ＶＦＭ・委託先選
定手続きの検討

実施方針・公募要件・要求
水準・選定基準・契約書案
等の作成、選定委員会等の
運営

履行監視・モニタリングの
実施


